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通し
番号

項　　　目 担当府省 実施時期 進捗状況
各府省に説明を求める内容及びその理由
（欄中のNo.は、「通し番号」の欄に対応。）

1 第２
１　経済関連統
計の整備
(1) 国民経済計
算の整備
ウ　提供情報
の整備

◎ 　支出面の精度の確保・向上に引き続き努め
るとともに、生産及び分配所得面を含む三面
の四半期推計を整備し、当面、その速報を参
考系列として公表することを目指す。推計に
当たっては、三面の推計値相互の整合性を
高めるよう努めるとともに、行政記録情報の
活用等も併せて検討する。

内閣府 平成28年度の
基準改定後で
きるだけ速や
かに参考系列
の公表を目指
す。

「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」等において、国民経
済計算の次回基準改定後のできるだけ速やかな参考系列としての公
表を目指して、生産面（経済活動別付加価値）及び分配所得面（家計
可処分所得、家計貯蓄等）に関する四半期推計の開発に向けて、平
成26年度の統計委員会基本計画部会での報告に沿って、現行基準
の国民経済計算に基づく推計手法及び試算値の検討を行った。

【生産・分配ＧＤＰ四半期推計の整備状況】
　＜内閣府＞生産・分配四半期ＧＤＰの速報推計に関する検討状況。特
に、具体的な推計方法とそれを踏まえた試算値、現行の支出側推計値と
の時系列データの比較。
──　季刊国民経済計算No.155（内閣府経済社会総合研究所国民経済
計算部編）において、一部試算値によるグラフが示されているが、現行の
支出側推計値との比較は掲載されていない。その後の推計方法の検討状
況等も踏まえた具体的な試算値を示してほしい。

2 ２　分野別経済
統計の整備
(2) 観光に関す
る統計の整備

○ 　ＴＳＡについて、引き続き内閣府の協力を得
つつ、平成23年度公表に至る作成経験等を
踏まえた、更なる精度向上や未整備な表の作
成に取り組み、その充実を図る。

観光庁 平成26年度か
ら実施する。

全部で10表あるＴＳＡの各表のうち、未整備の第８表から第10表につ
いて、整備に向けて作成方法の試行を行いつつ検討を進めてきた。
検討の結果、第８表及び第10表は作成可能の見通しが立ったため、
今後、数値の精査を経て、公表の予定である。一方、第９表について
は、表章自体の有用性に疑問があること、また、ＴＳＡ導入国が必ずし
もＴＳＡ全表を整備していないことに鑑み、同表は作成しない予定であ
る。

（No.3意見③参照）

3 ○ 　都道府県の観光入込客統計について、現行
推計方法の検証により精度向上に向けた改
善を検討する。また、各都道府県が統計整備
を継続するために、利活用につながる分析事
例等の提示を行い、地域の観光統計の改善
を支援する。

観光庁 平成26年度か
ら実施する。

都道府県の観光入込客統計について、全国の地方運輸局におい
て、地方公共団体の観光統計担当者を対象とした説明会を開催し、
観光地点の入込状況の把握や近隣都道府県との観光消費額の比較
など、分析事例等を紹介した。今後は引き続き現行推計方法の検証
により精度向上に向けた改善を検討し、各都道府県が統計の整備を
推進するための支援を継続する。

意見①
　この間の訪日外国人旅行客の増大や観光立国の推進の観点からも観
光に関する統計の整備は重要であり、国はもとより地方自治体、事業者、
国民の求めるところと考えます。
　Ｎo.3の都道府県の観光入込客統計の精度向上や地域の観光統計の改
善支援は、平成26年度からの実施となっているが、どのような改善の取組
みが行われているのか説明をお願いします。
　また、Ｎo.4の観光地域経済調査の課題等の検討について、どのような点
に問題があり、どう解決しようとしているのか具体的な説明をお願いしま
す。
観光に関する統計の整備は、観光産業が生み出すＧＤＰや観光産業に関
わる雇用者数等を把握・分析することで、成長産業として期待される観光
産業の「見える化」を図ることができ、自治体等の施策の推進や住民等の
理解促進にも資すると考えます。

意見②
　昨年は訪日観光客数が大幅に増加し，旅行収支が半世紀ぶりの黒字と
なるなど，日本の観光に関する状況はこの１年を見るだけでも大きく変化
している。観光は，全国及び地域の経済に対して従来以上に重要な役割
を果たすようになっている。観光統計の整備はこれまで着実に進められて
いると承知しているが，関係機関においては，最近の急速な変化を視野に
入れてどのように検討が進められているのか，その状況を知りたい。

意見③
　観光統計の進捗状況について説明を求めたい。

具体的な措置、方策等

平成26年度統計法施行状況報告のうち、各府省に説明を求める事項についての委員意見
資料１
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具体的な措置、方策等

4 ○ 　観光地域経済調査について、調査の実施に
際して明らかとなった課題の解決や調査結果
の有用性を踏まえた利活用について検討を
行い、平成28年度における次回調査の実施
の可否等について早期に結論を得る。

観光庁 平成26年度末
までに結論を
得る。

観光地域経済調査について、平成24年度の調査結果の利活用に向
け、自治体向けに周知活動、ニーズ調査、モデル地域を対象とした分
析事例の作成等を実施した。平成24年度の調査設計の課題等につい
ては、解決は技術的に困難と判断しつつあった。

一方で、地方創生に向けた各種施策を政府が進めている中、その
効果測定や、地域統計の重要性の観点から、観光地域経済調査に注
目が集まり、次回調査の実施の必要性が生じつつある状況である。

従って、次回調査を仮に実施する場合には、平成24年度の調査設
計の課題を解決できる調査設計が必要となるが、まだ具体的な調査
設計の見通しがたっていない状況である。

以上により、次回調査の実施の可否について、引き続き検討し、平
成27年度末までに結論を出す予定である。

（No.3意見①～③参照）

5 ○ 　宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動
向調査など既存の観光統計について、それ
ぞれ統計の精度向上に取り組む。

観光庁 平成26年度か
ら実施する。

宿泊旅行統計調査の精度向上のためには、まずは回収率の向上を
図ることが重要と考える。さらなる回収率の向上を図るため、オンライ
ン調査に係る周知・普及方法の改善策や、オンライン調査以外でも調
査対象施設の協力が得られやすい環境の整備に向けた取り組みに
ついて検討した。

旅行・観光消費動向調査の精度向上について、同調査は現在、速
報値及び確報値を公表しているが、速報値から確報値への改定によ
り、値が約10%押し下がる傾向が見受けられる。この傾向の解消に向
けて、平成26年度は調査票の各設問の記入率の状況を調べた。今
後、記入率の状況を参考にしつつ、速報値と確報値の差異が縮小す
るよう、調査設計を検討する予定である。

（No.3意見②、③参照）
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具体的な措置、方策等

6 ３ 人口・社会、
労働関連統計
の整備
(1) 社会保障全
般に関する統
計の整備

○ 　医療、福祉及び介護に関連する統計につい
て、統計の利便性、有用性等の向上を図るた
め、これらの分野における統計体系の全体像
を整理し、公表する。

厚生労働
省

平成26年度末
までに実施す
る。

１ 対象、検討の基本的考え方
利用者の利便性、有用性の向上を図ることを考慮すると、医療、福

祉及び介護関係に限らず、厚生労働統計全体について検討すること
が適当と考えられることから、これらの統計全般の体系図である「分
野別・対象別にみた厚生労働統計一覧」を改善することとした。
また、これまでの体系図においては、調査統計及び加工統計を含め

て作成してきたところ、厚生労働統計には業務統計もあることから、統
計委員会で指摘されているとおり公表されている業務統計についても
対象に含めて、統計の体系図を作成した。
なお、体系図の作成に当たっては、分野別に区分する等一般の利用

者にとって分かりやすい全体像を示すという観点から検討を行った。
２ 課題

厚生労働統計の体系図としては、厚生労働省ホームページで、「分
野別・対象別にみた厚生労働統計一覧」を示している。

しかしながら、これまで示していたものは、以下に示す課題があり、
知りたい統計を見つけにくいものとなっているほか、全体像が分かり
にくいものとなっていた。
① 分野によって含まれる統計の数が異なり、分野によっては、多くの
統計が掲載されている（統計の数に比して、区分が大雑把）。
② 似たようなテーマの統計が分散して掲載され、区分の中に違う
テーマの統計が混在している。
③　業務統計が十分に掲載されていない。
３ 課題に対する改善策等

上記２の課題がある中、既存の調査統計（約100本）に加え、業務統
計（約70本）を追加する必要があるため、更に、分野を細分化すること
によって、整理することとした。基本的には２階層（大分野・中分野）と
し、平成26年度末に「厚生労働統計調査・業務統計等体系図（分野
別・対象別一覧表）」を厚生労働省ホームページに掲載した。

　医療、福祉及び介護に関連する統計について、統計体系の全体像を整
理し、公表することについて、「厚生労働統計調査・業務統計等体系図(分
野別・対象別一覧表) 」を厚生労働省ホームページに掲載しています。
　厚生労働省の統計が人の暮らしに関わる広範な範囲をカバーしており、
統計体系の全体像を誰にも分かりやすく示すことが難しいことは理解でき
るとともに、今回の体系図が厚生労働省統計を網羅的に整理し、一定の
活用に資することは評価しますが、「医療・福祉・介護に関連する統計」
の、特に関連に視点を置いて、構造的・体系的に全体像を示しているとは
言えないのではないでしょうか。
　こうした点について、国民が医療・福祉・介護に関連する統計体系の全
体像を十分に理解できるよう、関連図を作成するなど、より一層工夫する
ことができないか説明をお願いします。

これにより、利用したい統計が明らかでない場合、これまでは、利用
者が、分野によっては多くの統計がある中を、しらみつぶしに統計を
当たらなければならなかったが、細かく分野を整理したことによって、
細分化された分野名がいわばメニューとなり、これを手がかりにして、
より狭い範囲である中・小分野の中を確認すればよくなり、簡単に得
たい統計にたどり着けるようになるとともに、全体的にどういう分野の
統計があるか全体像が分かりやすくなり、利便性、有用性が高まると
考える。
４ 今後の予定

今後の予定としては、「厚生労働統計一覧」（厚生労働省で実施して
いる主な統計調査や業務統計について、調査名と調査内容が13の分
野に分けられ、掲載されている。）についても、分野の変更（細分化）、
業務統計の追加を行い、より分かりやすくした全体像を、平成27年４
月中目途に厚生労働省ホームページに掲載する。

更に、平成27年度以降、追加的に分野内において各統計の特徴・違
いをより分かりやすくした説明資料の掲載を検討する。
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具体的な措置、方策等

7 (2) 人口減少社
会やワーク・ラ
イフ・バランス
に対応した統
計の整備

○ 　21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）
の調査対象者が平成25年度に中学生になっ
たことを勘案し、関係府省との調整を含め、今
後の調査の方向性や調査内容について検討
する。

厚生労働
省

平成26年度末
までに結論を
得る。

21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）の調査対象者が平成25
年度に中学生になったことを踏まえ、調査継続の必要性について検討
を行ったが、
① 当調査の主たる目的は少子化対策の基礎資料を得ることである
が、対象児が中学生になったことにより、従来の調査とは異なる手法
やアプローチが必要となっていること
② 平成22年から新たに開始した21世紀出生児縦断調査（平成22年
出生児）を、13年出生児の調査結果と比較することにより、少子化対
策の施策効果等を測れること
③ 中高生を対象とした調査結果は、厚生労働省の施策と直接的な
関連が薄く、行政上の必要性が乏しいことなどから、継続実施をして
いくには、財政当局等の理解を得るのが難しいという状況下にある。

しかし、当調査は諸外国の縦断調査と比較しても類をみないほどに
調査客体の残存率が高く、今後も対象児を長期的（就労以降まで）に
捉えることにより、子ども期の育ち方が就労等に及ぼす影響などが分
析できること、そうした分析は少子化対策を検討する上でも必要であ
ること等から、当調査の継続実施を強く望む声があることもまた事実
であり、厚生労働統計の整備に関する検討会において、各委員から
調査を継続するよう強い要望があった。

一方、文部科学省においても、文部科学省に課された基本計画の
課題である、学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える統計
（縦断調査）の実施について検討が行われ、厚生労働省もオブザー
バーとして研究会に参画するなどの調整経過があった。

当該研究会においても、調査客体の残存率が高く、中学生までの
データを保有する当調査の客体を継続していくことは貴重であるとの
認識であった。

意見①
　厚生労働省では21世紀縦断調査の継続に関して文部科学省と共同して
いくということであるが、これに関しては、時間的余裕もあまりない中で、早
急な対応を求めたい。

意見②
　厚生労働省と文部科学省との共管調査として今後も調査を継続してゆく
方向で調整中であり、まだ明確な結論はないとのことであるが、これまで
どのような議論がなされてきたのかお伺いしたい。乳幼児期の経験・状況
がその後の教育行動、大人になってからの就業状況にも影響があるとい
う研究が米国を中心に最近多くなされているが、そうした研究にはこのよう
な長期にわたるパネルデータが不可欠であるため、是非とも継続をお願い
したい。

意見③
　21世紀出生児縦断調査において対象者年齢が中学生になったことを受
けて、教育との関わりが重要になってきた。さらには、労働市場に出る場
合もあるので、少なくとも厚生労働省と文部科学省の担当政策との関連が
深くなる。今後の少子化問題、格差問題を含めて、実態を把握し、政策評
価する場合に縦断調査は極めて重要な意味をもつので、継続的な実施に
向けた具体的な対策を検討していただきたい。

そのため、両省にとって有益なものとなるよう、学校生活、学力等の
文部科学省の行政施策に密接する調査項目に重点を置きつつも、厚
生労働省としても必要な項目を一定量加えたうえで、調査の実施主体
を文部科学省とする共管調査として継続実施をしていくという意思に
ついて両省間で確認ができた。

なお、予算や定員などの面も含めて、実現に向けて両省間で検討中
である。
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具体的な措置、方策等

8 (4) 企業活動の
変化や働き方
の多様化等に
対応した労働
統計の整備

○ 　労働者の区分等について、厚生労働省から
提示された案及び同省が平成25年度末まで
にまとめる検証結果を基に、府省横断的な情
報共有・検討の場において、検証・検討のポ
イントを整理し、関係府省の所管調査におけ
る実査可能性や影響等の検証を実施する。
その結果を基に府省横断的な見直し内容の
結論を得て、順次調査の見直しを行う。

総務省、
関係府省

平成26年度か
ら実施する。

平成26年５月に開催した第１回産業関連統計ＷＧから本件に関する
検討を開始し、年度末までに計10回の検討を重ねている。

常用労働者と臨時労働者の区分変更については、平成27年２月の
第11回ＷＧにおいて最終報告案を取りまとめると共に、平成26年度内
にガイドライン骨子案に関するおおむねの合意を得た。

また、常用労働者の内訳区分の改善については、平成26年度内に
改善の方向性に関する合意を得ると共に、平成27年４月を目途に最
終的な対応案を取りまとめたうえ、「統計調査における労働者の区分
等に関するガイドライン（案）」を作成することとしている。

なお、本ガイドライン案は平成27年度初旬に開催予定の各府省統計
主管課長等会議での合意を目指している。

意見①
　ガイドラインは、あくまで最低限の区分であるということで納得はしている
が、いくつか確認させていただきたい。
　（１）ガイドラインでは、「原則として雇用契約期間や所定労働時間等のよ
り客観的な指標を用いて区分する」とあるが、「原則」に則って、客観的な
指標を用いる調査とは具体的にどのような調査か、また、客観的な指標を
用いることができない理由を教えていただきたい。
　（２）ガイドラインにおける常用労働者の内訳区分に関する検討経過につ
いてご説明いただきたい。
　（３）引き続き検討されるとのことであるが、具体的に、どのようなスケ
ジュールで何を検討していくのか、今後の方向性を伺いたい。また、調査
の目的によって一律に取り組むことは困難であろうが、たとえば、①契約
期間の細分化、②総労働時間の把握や客観的な指標（例：労働時間40時
間等）を採用する余地はないのか。

意見②
　今回示された労働者区分等に関する概念上の整理、ガイドラインの概要
については簡素化・明確化が図られ、妥当と考えます。そうしたうえで、事
業所と世帯を対象とする統計調査との整合性についての丁寧な対応と説
明をお願いしたいと思います。

意見③
　国内における複数統計における区分の問題もある。労働者区分の整理
について府省横断的に検討されたことに大きな前進をみる一方で、就労時
間・期間という観点と呼称による（契約上の位置づけ）の間でのギャップを
どう埋めていくのかの議論は残っている。調査横断的に統一することは難
しく、またそれぞれ異なる問題意識のもとに調査が設定される場合もある
ので、区分定義の違いはゼロにはならないと思うが、代表的な調査間での
調整は少なくとも検討の余地がまだ残されているのではなかろうか。

9 ２　統計リソー
スの確保及び
有効活用
(1) 統計リソー
スの確保のた
めの取組

○ 　公的統計に共通する統計の作成方法・利活
用等の研究を実施するとともに、各府省にお
ける統計の作成、企画等を支援するため、統
計研修所における研究体制の整備及び研究
機能の拡充を行う。また、同研修所を中心
に、独立行政法人統計センターとの連携を図
るなどして、各府省の要請に応じた統計の作
成や調査実施計画の策定等を支援する。

総務省 平成27年度か
ら実施する。

公的統計に共通する統計の作成方法・利活用等の研究の実施につ
いては、平成27年度の着手に向け、各府省の担当者、独立行政法人
統計センター及び外部の有識者等から広く知見を集め研究が実施で
きるようスキーム構築について検討を行った。今後は、このスキーム
による研究着手に向け取り組んでいく。

統計研修所における研究体制の整備及び研究機能の拡充につい
て、引き続き取り組んでいく。

　統計リソースの確保は重要な課題であるが一方で困難な状況にあると
理解している。国際的に見ても同様に厳しいものであると認識しており、そ
のような状況を含め現状について、説明いただきたい。

（No.17意見②参照）

（No.13参照）
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項　　　目 担当府省 実施時期 進捗状況
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具体的な措置、方策等

10 ○ 　統計の信頼性を確保しつつ、調査票情報等
の提供及び活用、政府統計共同利用システ
ムを通じた情報提供機能の強化等に中核的
な役割を果たすことが期待される独立行政法
人統計センターのリソースを確保するよう努
力する。
　また、各府省を支援する観点から、調査票
情報等の提供及び活用、政府統計共同利用
システムを通じた情報提供機能の強化等に
係る各府省に共通する取組（一般用ミクロ
データ（仮称）の作成、オンサイト利用等によ
る調査票情報の利用、ＡＰＩ機能の提供のた
めのデータ登録等）のうち、専門的な技術や
知見を要し、一元的な検討・実施が効果的か
つ効率的な事項については、独立行政法人
統計センターの機能を最大限活用できるよう
措置する。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

政府統計共同利用システム（統計情報データベース及びＡＰＩ機能）
の統計情報データベースに統計データが登録されていない国民経済
計算や産業連関表等の基幹統計について、最初の登録作業を政府
統計共同利用システムを運用・管理している独立行政法人統計セン
ターで平成27年度から代行することとした。

リモートアクセスを活用したオンサイト利用については、総務省統計
局と独立行政法人統計センターの間で「調査票情報等の提供の在り
方の見直しに関するＰＴ」を設置して検討を行い、「統計データの二次
的利用促進に関する研究会」において、その状況について報告した。
平成27年度以降は、中央データ管理施設の管理を行う者として、独立
行政法人統計センターのリソースを活用することも視野に入れ、その
具体化に向けて引き続き検討を行う。

（No17意見②参照）

　調査票情報の秘密を保護しながら，それを各種の研究に有効活用する
ための方法として，これまでのところ，匿名データの提供については成果
が上がりつつあるが，今後はさらにリモートアクセスを含むオンサイト利
用，データアーカイブの整備などが重要となると考えられる。今後のさらな
る統計利用の発展の方向として，これらの課題への対応状況を知りたい。

11 (3) 統計職員等
の人材育成・確
保

○ 　研修参加機関や参加者の評価・ニーズも踏
まえつつ、研修内容の充実・見直しを実施す
るとともに、地方公共団体等からの研修講師
派遣要請への積極的な対応、各府省等にお
ける研修企画の支援、統計研修の講師育成
など、統計職員等に対する研修の実施体制
の整備及び研修機能の拡充を行う。

総務省 平成26年度か
ら段階的に実
施する。

統計研修所は、６月に各府省や地方公共団体等に対し研修内容に
関するアンケートを実施した結果、要望の多いテーマに特化した短期
間（１～２日間）の研修を、平成26年度から新たに３コースを実施。

さらに平成27年度においては、統計の基本を２日間で学べる課程を
２課程増設、統計解析を１日で学ぶことができる特別コース及び統計
オープンデータの活用法を学ぶことができる特別コースの２コースを
新設し実施予定。

平成26年度の統計研修所職員の地方公共団体等への研修講師派
遣の実績は７件。また、平成27年度から研修相談の窓口を開設し、各
府省や都道府県等が開催する統計研修やセミナーについてのアドバ
イス、講師紹介等の研修企画の支援を行う予定。

　各種統計をどのように設計するかについては、継続性や調査可能性の
検討も必要だが、政策的課題や国際比較可能性も踏まえる必要がある。
しかしながら、近年の統計は、後者の二つのニーズに対する配慮が十分
ではないと感じざるを得ない。統計職員がこうした政策的課題や国際比較
可能性を認識して統計を設計していくよう、どのような研修や、また専門家
との共同研究を実施しているかについて、総務省及び各府省の見解を聞
きたい。

（No.13参照）

12 ３　統計調査環
境の改善
(4) 統計リテラ
シー等の向上

○ 　文部科学省の協力を得つつ、学会や教育
関係者等と連携し、教員等の研修参加者が
児童・生徒の統計リテラシーを高めるための
実践方法を習得できるよう研修内容の充実を
図るとともに、地方において研修を開催する
など、研修参加機会を拡大する。
　また、学会や教育関係団体等と連携し、カリ
キュラム及び副教材を開発・作成する。
　さらに、上記の研修やカリキュラム及び副教
材を活用し、ワークショップ型授業の導入を促
進するための支援を行う。

総務省 平成26年度か
ら順次実施す
る。

教員を対象とした「統計指導者講習会」において、統計教育の実践
方法等に関する班別討議、公的統計を活用した実践事例（実践講習）
など、研修内容を充実した。また、青森県、岐阜県、福井県及び鹿児
島県において統計指導者講習会等を開催して、研修参加機会の拡大
を図った。

上記講習会等の開催に当たっては、文部科学省の協力を得て、教
育関係者の参加を促すとともに、教育関係部局と都道府県統計主管
課の連携を要請した。

（No.13参照）

13 ○ 　統計研修所における研修内容について、統
計データの探し方や利用方法等教育関係者
のニーズに即したものとなるよう充実を図る。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

統計研修所は、８月に教員、教育関係者向けの研修を企画・実施す
る職員などを対象として、統計データの探し方や見方、統計データの
利用方法等の授業に役立つヒントを研修内容とした「教育関係者向け
コース」を新たに実施（受講者数35名）。平成27年度は、26年度の実
施を踏まえ、研修内容の充実を図り実施する予定。

　総務省統計局情報システム課や統計研修所中心になって、人材育成や
統計リテラシーを高める努力をしていると聞いている。その現状について
説明を求めたい。

14 ○ 　広く一般的に活用可能な「一般用ミクロデー
タ（仮称）」については、利用者ニーズの把握
を行った上で、作成に関する検討を行い、早
期に提供を開始する。

総務省 平成27年度か
ら実施する。

「一般用ミクロデータ（仮称）」の作成については、独立行政法人統計
センターが利用者アンケートにより、利用者ニーズの把握を行った。ま
た、総務省統計局と独立行政法人統計センターの間で「調査票情報
等の提供の在り方の見直しに関するＰＴ」を設置し、作成及び提供に
向けた検討を行った。

　総務省で検討されている一般用ミクロデータに関しては、利用者ニーズ
を把握して提供を行うということである。教育目的、日本経済の総覧目的、
公共利用目的など様々な利用先が考えられると思うが、どのような方法で
利用者ニーズを把握しようとしているのか。内部の研究会で認められたか
らという程度の正当化では本来の趣旨に対応できないのではないだろう
か。説明を求めたい。
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15 ４ 統計データ
の有効活用の
推進
(1) 調査票情報
等の提供及び
活用

○ 　オーダーメード集計については、利用条件
を緩和する方向で検討を進める。また、オン
デマンド集計の技術的検証等の実用化に向
けた検討を行う。
　さらに、利用者のニーズに留意しつつ、提供
する統計調査の種類や年次の追加等を行う。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら検討する。

オーダーメード集計の利用条件の緩和については、民間企業へのヒ
アリングや「統計データの二次的利用促進に関する研究会」等におい
て意見を聴取し検討を行い、基本的な方向性（利用目的や公表義務
など利用者にある程度の制約を課す。）を定めた。当該基本的な方向
性に従い、具体的な利用条件について更に検討を進めている。

オンデマンド集計については、その実用化に向けた秘匿処理技術等
に係る研究を、一般用ミクロデータ(仮称)の作成及び提供に関する研
究と一体的に行うこととし、検討を進めている。

平成26年度において、国の行政機関及び日本銀行がオーダーメー
ド集計の提供対象とした統計調査は、26調査（239年次分）であり、25
年度における提供対象と比較して、新たに提供を開始した統計調査
は無かったが、36年次分のデータが追加された。

（No.17意見②、③参照）

16 ○ 　調査票情報の提供については、セキュリティ
確保に万全を期す観点から、リモートアクセス
を含むオンサイト利用やプログラム送付型集
計・分析といった新たな利用方法の実現を目
指し、役割分担の整理を含め、実用化に向け
た検討を行う。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら検討する。

セキュリティ確保に万全を期すとともに、多様なデータの利用など利
用者の利便性を図りつつ、施設の運用・管理、審査の効率化のため、
「リモートアクセスを活用したオンサイト利用」の仕組みを構築すること
とし、平成28年度中の運用開始に向けたスケジュールや施設の在り
方に関する課題と対応について整理した。

　公的統計の2次利用の促進に関して、オンサイト利用、リモートアクセス
利用を検討するということであるが、セキュリティの確保に加えて、利用者
サイドの要望や制約に関しても、広く議論をして、本当に使い勝手の良い
システムを構築することを要望する。

（No.17意見②、③参照）

（No.10参照）

17 ○ 　匿名データの作成及び提供については、利
用者のニーズや匿名性の確保と有用性の向
上に留意しつつ、提供する統計調査の種類
や年次の追加等を行う。

各府省 平成26年度か
ら実施する。

平成26年度において、国の行政機関が匿名データの提供対象とし
た統計調査は、７調査（41年次分）であり、25年度における提供対象と
比較して、新たに提供を開始した統計調査は無かったが、１年次分の
データが追加された。

また、社会生活基本調査（総務省）の調査票Ｂ（平成13年及び18年）
及び国民生活基礎調査（厚生労働省）（平成10年及び22年）に係る匿
名データの作成について、統計委員会において審議され、いずれも調
査客体の匿名性及び学術研究等における有用性がおおむね確保さ
れるものと認められることから、適当であるとされた（これらの匿名
データについては平成27年度中の提供開始を予定している。）。

意見①
　匿名データの提供に関しては、提供する統計調査を順次追加していくと
いうことであるが、総務省、厚生労働省以外の省庁からの提供予定の準
備、実態はどのようになっているのか。

意見②
　「リモートアクセスを活用したオンサイト利用」や「プログラム送付型集計・
分析」の実現は、とくに地方の研究機関にとっては有効性が高いであろう
し、大変重要なことではあるが、統計データの有効活用推進においては、
そちらだけでなく、匿名データ対象調査の種類を増やすことも同時に進め
ていただきたい（それに伴う、利用者側のルール作りも含め）。そのあたり
はどのようになっているのか伺いたい。

意見③
　公的統計データの有効活用は、社会的還元という点からも重要だと考え
る。オーダーメード集計については、現時点で現場の負担も多く、どれくら
いオーダーメード集計を推進すべきかの疑問は残る。
　また、調査票情報の提供については、入り口のスクリーニングが極めて
厳しい。社会科学的実証研究の発展は政策研究の観点からも有効であ
り、入り口というよりも出口管理をすることで、生産的な有効活用が促され
ることを求める。
　匿名データの作成については、その内容を明確にするよう、特に、各時
点のデータのみならず、経年的なデータとする場合の対応について、情報
提供が求められる。例えば、該当ケースが少ないことに伴う削除が全体サ
ンプルの分布に何らかのゆがみをもたらさないかはすでに考慮されている
と思うが、経年的な変化をみるにあたっての工夫はなされているのか。
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18 ○ 　匿名データの年次追加に伴う手続の簡素化
について検討する。

内閣府
（統計委
員会）、総
務省

平成26年度か
ら検討する。

平成26年度は、統計委員会匿名データ部会の構成員において、諮
問及び部会審議の必要性、部会審議の効率化のための工夫につい
て意見交換を行った。27年度中に手続の簡素化に関する方針を取り
まとめる予定。

（No.17意見②、③参照）

19 ○ 　「統計データ・アーカイブ（仮称）」の整備に
ついては、整備対象とするデータの範囲を、
調査票原票を除いた調査票情報等に限定
し、調査票情報等を活用する上で必要なデー
タ（メタデータ）の整備を拡充する方向で具体
的な検討を進めるとともに、名称についても、
その目的が明確になるように変更を検討す
る。

総務省、
各府省

平成28年度末
までに結論を
得る。

「統計データ・アーカイブ（仮称）」の整備については、「調査票情報
等の提供及び活用の促進の基礎」となるための窓口機能、研究助言
機能、秘匿審査機能等が重要となるため、関連する「リモートアクセス
を活用したオンサイト利用」の検討の進展を踏まえ、今後、具体化を
進める。

（No.17意見②、③参照）

（No.10参照）
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